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国際的な視野からみた日本の里山の意義 

 

深町加津枝（森林資源管理研究グループ（現京都府立大学）） 

 

１．はじめに 

里山は日常生活および自給的な農業や伝統的な産業のため地域住民が入り込み、資源として利用し、攪乱することで

維持されてきた、森林を中心にしたランドスケープである。日本の SATOYAMA（里山）のもつ今日的な意義は、持続的な

資源利用や地域固有の文化の伝承、あるいは絶滅危惧種を含む生物多様性の保全などの観点から国際的にも認識されつ

つある。里山は時代によって変化しながらも、日本特有の景観を呈し、日本人の心のふるさとの景を形成してきた。 

 日本の里山の特徴の一つは、稲作を基調とした畦畔や水路のネットワークが存在することである。また、隣接する林

地では薪炭利用のみならず、水田に有機肥料を供給する場として採草や落葉採集などが定期的に行われ、焼畑や茅場な

どとしても利用された。 

 一方、海外の国々、例えばイギリスそしてフィリピンにおいても日本の里山に相当する景観がみられる。これらを比

較しながら見ていくと、米を主食とする日本とそうではなく家畜の比重がより高いイギリスとでは、景観を構成する要

素や土地利用、地域資源の管理の方法が必然的に異なる。同じく米を主食とするフィリピンと比較してみても、自然環

境、信仰や年中行事など文化的な背景、近代化の速度などの相違によって、それぞれ独自の里山景観がみられる。独自

性の一方で、広葉樹を定期的に伐採し萌芽林として持続的に使う土地利用などは世界各地で共通する技術や制度などを

背景とするものであり、その結果遠く離れた国の間にも類似した薪炭林の景観が発達してきたといえよう。 

 

２．里山のもつ地域性 

 それでは、日本の里山がどのような特徴をもっているのか、また、どのような意義をもっているのか、そして今後ど

のような方向が求められるのであろうか。その答えのために、大きく二つの視点からの調査研究が必要と考えられる。

一つは「現在の里山」について理解するための、景観や植生についての調査、また里山と関わる人々についての調査で

ある。もう一つは「過去の里山」を理解するための調査であり、文献等の調査のほか地域に関わりながら里山の歴史を

読み解いていくものである。これらの調査研究には、特定地域のモニタリングの継続とともに多くの異なる専門家との

連携も不可欠である。 

 里山研究のためのモニタリングの対象地としてきた、深刻な過疎化が進行する京都府の丹後半島山間部と、都市化の

進行する滋賀県琵琶湖西岸地域を比較すると、里山のもつ地域性とは何かが次第に浮かび上がってくる。丹後半島山間

部の集落の事例をみると、一年を通した生活や生業のサイクル、火災といった非日常的な出来事、あるいは自然撹乱に

よってその姿を変えながら里山の景観が維持されてきたことがわかる。チマキザサを主な材料とするササ葺き家屋があ

り、その周辺にはカキやウメなどの畦畔木をともなった棚田や、樹叢に囲まれる神社があった。日常の薪としてはイヌ

シデやミズナラなどの樹木が好まれた。一方、集落から比較的遠距離にある共有林にはブナが多く分布し、大火の際の

集落の復興のための炭焼きや、家屋の自家用用材などと、主に非常時用の備蓄としての役割を果たしていた。 

琵琶湖西岸地域の里山に目をむけてみると、ここではヨシ葺き家屋や焼き杉の板と漆喰の家屋、地元の石材を使った

石垣や水路がみられる。集落周辺には地域住民の生活に不可欠であった茶畑や竹林が分布した。稲を干すために棚田の

畔に列状に植えられた箒状に刈り込まれながら維持されてきたクヌギの稲木は、この地域ならではの景観といえよう。

日常の薪としてはクヌギやコナラが好まれ、アカマツも大切な燃料として重宝された。薪や柴を運ぶ方法も異なり、丹

後ではセイタで負うのに対し、湖西ではマツや杉で作られた木の車を利用した。水田の真ん中に位置する「山の神」の

祠を取りまくエノキやタブなどの大木は、かつては山仕事に向かう道中に立ち寄って安全を祈願する場であり、大木を

むやみに伐ることを戒める伝説も多く残っている。 

 

３．今後の里山研究に向けて 

里山には地域ごとの多様な自然環境があり、地域資源を工夫して利用し、管理してきた長い歴史があった。しかしな

がら人との密接な関わりは今ではもう過去のものとなり、急激な都市化や過疎化の進行、画一的な開発、土地管理の放

棄など深刻な問題をかかえている。里山の未来にむけて、持続的な資源利用、地域文化の保全、そして生物多様性の保

全という観点から里山の過去、そして現在を見つめていく必要がある。 

国際的な視野でみた里山の意義とは何か、その根底は地域独自の自然と文化の中で培われてきた里山の「地域性」に

あるのではないかと思う。特有の構成要素をも含む自然と文化の複合環境系である里山の歴史や地域性を、国際的な視

野で再認識し、丁寧に読み解くことによって、環境を見極めて地域資源を合理的に利用してきたシステムや、その中で

培われてきた地域固有の知恵や技術、制度、デザインがより鮮明に浮かび上がってくるといえよう。 
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地方自治体による里山林保全・利用の現状と課題

田中 亘（森林資源管理研究グループ）

１．はじめに

近畿地方の地方自治体による里山林の保全・利用の現状を俯瞰的に捉えるために、近畿地方管内２府５県（三

重県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県）の全 市町村を対象として 「自治体における392 、

里山林保全の取り組み状況に関する調査」を郵送アンケート形式で行った（ 年 月発送、回収 。 自治2002 9 224）

体から回答があり、そのうち有効回答数は （回収率 ％）であった。212 54

２．結果

里山林が日常的に利用されていると応えた自治体は約半数であった。その利用内容では、山菜採りやシイタケ

栽培などの旧来的な資源利用が三重県・和歌山県の林業が活発な自治体で 「散策場所として」といったレクリ、

エーション利用が大阪府など都市近郊の自治体で比較的多く挙げられる。

里山林が以前ほど利用されなくなったことから問題が生じているかどうかについては、 ％の自治体が「問60
題がある」と回答している。鳥獣害・廃棄物の不法投棄・管理担い手不足・境界管理の困難さ・竹林の拡大とい

った点について ～ ％の自治体が問題視している。それへの対処として、鳥獣害および廃棄物の不法投棄へ25 30
の対策を行っている自治体がいくつか見られた。しかし、それ以外の問題に関してはほとんど放置しているのが

現状のようである。府県別で見ると、人工林率が高く人手が入っている森林の多い奈良県や和歌山県では、こう

いった問題点は比較的少ない。逆に人工林率が低く人口の多い、つまり利用されていない里山が人目につきやす

い大阪府などでは、廃棄物の不法投棄が大きな問題として挙げられている。

里山林の利用・保全に関する自治体独自の施策や条例の有無について 「ある」と回答した自治体は ％に過、 11
ぎない。 ％はそのような施策を持っていないということである。具体的には、里山林を利用した環境教育向80
けの施設整備が挙げられていた。恒久的な条例で里山林の利用・保全を図るというよりも、単年度あるいは複数

年度の事業で整備を行う事例が多い。大阪府の自治体では ％が「ある 、 ％が「検討中」と回答し、府県26 15」

別に見ると傑出している。緑が少ないながらも、あるいは緑が少ないからこそ身近な自然を残そうとする姿勢が

うかがえる。

里山ボランティア活動との関わりについて、全体では約３分の１の自治体が域内でボランティア活動を確認し

ている。支援を行っている自治体は全体の約２割であるが、前項で「事例あり」と回答した自治体を母数とする

と、約３分の２が支援を行っていることになる。これは、自治体主導で立ち上げられたボランティア団体も少な

くないことが要因であろう。具体的には「補助金支給」や「情報提供」を通じた協力関係にある。府県別ではや

はり大阪府の自治体が目立ち、 ％がボランティア活動を確認し、 ％が支援を行っている。これもやはり、59 30
少ない身近な緑に関心を寄せる都市住民が大阪府内に多くいることの表れであろう。

３．まとめ

①里山林が利用されないことから生じる問題点は半数の自治体において認識されている。ただし、地域によっ

、 、 。てその内容はやや異なり 都市的地域では廃棄物の不法投棄が 中山間地域では鳥獣害がより問題視されている

②里山林保全・利用に関する自治体独自の取り組みが行われている例はいまだ多いとはいえないが、都市的地域

においては比較的関心が高い。③里山林ボランティア活動は約３割の自治体で確認され、都市的地域においてよ

り積極的に取り組まれる傾向がある。④里山林の今後の利用について検討した自治体は里山林面積が多く、現時

点で未利用資源として抱えている地域に多い。

里山をめぐる問題は、全て行政が対応するべきものか、あるいは地域との連携を強く求めていくべきものなの

か、まずは体制の問題から考え始める必要がある。地域との連携を重要視するとなれば、行政の限界を把握した

上で、住民を巻き込み続けるアイデアと仕掛けが重要といえる。そして、全ての自治体が同じような施策を行う

打ち出さなければならない。のではなく、そこにおいて地域性や自治体規模による独自性を

ある ない
有効回答数
（回収率）

廃棄物投棄 竹林拡大
管理担い
手不足

境界管理
が困難

開発 鳥獣害 ある ない 検討中 ある ない
あると思
われる

三重県 32（46％） 53% 47% 59% 34% 22% 19% 22% 3% 28% 34% 6% 91% 3% 19% 69% 9%
滋賀県 33（66％） 39% 58% 67% 33% 27% 48% 27% 6% 30% 24% 6% 85% 9% 33% 64% 3%
京都府 24（55％） 54% 46% 75% 29% 46% 38% 38% 4% 42% 17% 20% 72% 0% 32% 52% 8%
大阪府 27（61％） 37% 59% 63% 41% 26% 22% 19% 15% 19% 33% 26% 59% 15% 59% 37% 7%
兵庫県 54（61％） 63% 35% 61% 31% 24% 28% 26% 6% 33% 28% 9% 78% 6% 33% 48% 7%
奈良県 22（47％） 18% 64% 41% 9% 14% 18% 9% 0% 27% 50% 0% 87% 0% 7% 87% 7%

和歌山県 26（52％） 50% 42% 46% 15% 12% 15% 12% 0% 23% 27% 8% 88% 0% 19% 77% 0%
全体 212（54％） 48% 48% 60% 29% 24% 28% 22% 5% 29% 30% 11% 80% 5% 31% 59% 6%

注：合計して100％にならないのは無回答があったため

表-1  里山林保全・利用の現状　
日常的利用 利用されないことから発生する問題点

ボランティアの事例

されている されていない

（複数回答）
独自の施策や条例
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